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【要旨】

直接基礎の地震時挙動を評価するための数値モデルを開発した．単調載荷試験に基づき確立されてきたマクロエ

レメント理論を用いたモデルである．Nova and Montrasioが提案したマクロエレメントを弾塑性に拡張し，さら

に，ギャップ要素のような特別な要素を用いることなく浮上りの影響を考慮する方法を開発した．提案モデルを用

いて大型振動台実験をシミュレートした結果，地震時の支持力，非線形応答を予測できた．また，ロッキングに

伴う残留回転のみならず残留沈下の発生を予測し，地震動の繰返し回数の違いが残留変位に与える影響も予測可

能であった．しかし，残留変位については精度の改善が必要である．
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1. はじめに

直接基礎は良質な地盤条件の下で建設される．また，

道路橋示方書1)の直接基礎の設計法では，支持力の照査

を満足することに加えて，常時に過度な沈下が生じな

いように地盤反力度の上限値が制限されていたり，供

用中に遭遇する可能性が高い規模の地震動 (レベル 1地

震)に対して基礎が過度に浮き上がることのないように

底面浮上り幅の制限が加えられている．そして，実際

には後 2者の制限値が基礎の寸法を決定することが多

い．このようにして設計された直接基礎は，大地震に

対しても十分な耐震性を有していると考えられている．

しかし，大地震時の直接基礎の応答，残留変位を予

測する手法に関する研究は進んでおらず，直接基礎の

耐震性がどの程度十分であるのかが評価できない．そ

こで，これらを予測する手法を整備する必要がある．

基礎と地盤間の相互作用を非線形の回転バネや分布

鉛直バネでモデル化する方法も考えられる2, 3)．現在の

設計基準下で常時，レベル 1地震時の照査を満足する

ように設計された直接基礎が地震力を受けるとき，回

転・浮上りの変位モードが卓越すると考えられる．そこ

で，非線形の回転バネを用いることで，実務上十分な

精度で直接基礎やそれが支持する構造物の最大応答値

を予測できる可能性がある．しかし，ロッキングモー

ドにより底面地盤が塑性化することに起因する基礎の

沈下の予測ができないなど，様々な条件下での直接基

礎の応答・残留変位を評価するには十分でない．ソリッ

ド要素で地盤をモデル化した有限要素解析も考えられ

るが，未だ研究レベルにあり実務レベルではない．そ

の理由は以下の通りである．第一に，基礎の変位の予

測を行うためにはソリッド要素に適用する構成モデル

の選択が鍵である一方で，構成則についても未だ研究

の途上にあるためである．地盤材料の非線形性や変形

の局所化の影響も適切に考慮する必要があるし4, 5)，地

震時の計算ということになれば，繰返し載荷の影響を

考慮した構成モデルが必要かもしれない．第二に，地

震時の計算なので，浮上りに対する基礎・地盤間接触面

のモデル化も必要かもしれないためである．基礎の傾

斜に伴う浮上りは，ギャップ要素やジョイント要素と呼

ばれる特別な要素を用いて考慮する必要がある6, 7)．し

たがって，これらの数値解析モデルの設定や結果の妥

当性に関する非常に高度な技術判断を求められるため，

実務で用いるようなものではない．これとは別に，数

値計算に係わる自由度が大きくなりすぎるという欠点

がある．そこで，現時点では，ソリッド要素で地盤を

モデル化した有限要素解析を用いることは実務上現実

的ではない．

本研究課題では，直設基礎の地震時挙動を評価する

ための数値モデルを開発した．開発した数値モデルは

マクロエレメント理論に基づくものである．マクロエ

レメント理論は，単調載荷挙動に関する実験を通じて

確立されて来ている8, 9)．一方で，ごく最近では地震時

の挙動に適用した例10, 11, 12, 13)もあるが，地震時への適

用については研究が端緒についたばかりであり，特に

実験との比較による検証がほとんどなされていない．

本研究では，以下の検討を行った．

• 直接基礎の地震時挙動に関する大型振動台実験，繰
返し載荷実験を行い，直接基礎の地震時挙動をモ

デル化するための観察を行うとともに，数値モデ

ルを検証するための基礎的なデータを得た14, 15, 16)．

• 代表的なマクロエレメントモデルである Nova and



Montrasio8)が提案したモデルを拡張し，地震時の

繰返し載荷挙動に適用するための数値モデルの開

発を行った．

このうち，本報告では，後者の数値モデルの開発に焦

点を絞って研究成果を示す．数値モデルの開発において

は，Nova and Montrasioが提案したモデル8)を弾塑性モ

デルへと拡張し，さらに，直接基礎の地震時の非線形

挙動に大きな影響を与える浮上り挙動をも考慮できる

ように拡張した．その結果，マクロエレメント理論が

地震時のような荷重状態に対しても適用可能であるこ

と，さらにマクロエレメント理論に浮上り挙動を考慮

することで，より精度を向上させられることを示した．

2. 現行の技術基準における支持力理論

道路橋示方書における地盤の極限支持力Quの算出方

法は，荷重の偏心傾斜を考慮したうえで，静力学公式

により求められる．

Qu = Ae(ακcNc + κqNq + 0.5γβB′Nγ) (1)

ここに，説明の簡単のため寸法効果については省略し

た．極限支持力の算出に用いられる静力学公式は，地盤

を均質な剛塑性体と仮定した Prandtl-Terzaghi系の式で

あり，粘着力項の Nc,根入れによる上載土圧項の Nqお

よび支持地盤の自重項の Nγの三つの支持力係数が必要

となる．Nc, Nqは支持地盤の自重を無視した場合にの

み成立する解析解であり，Nγ は数値解析や経験的に求

められた値である．道路橋示方書の場合は，これらの

数値は駒田17)らの研究に基づいて定められている．Nc,

Nqは自重を無視した場合の Kø̈tter-Massau方程式を解

いて求められる解析解，Nγは Sokolovskiによって得ら

れた自重のあるクサビの極限釣合い方程式の差分解を

用いている．また，建築，鉄道構造物の基準の Nc, Nq,

Nγは，Terzaghiの支持力係数に基づいている．そして，

これらの支持力係数は，二次元の帯基礎を対象に評価

されている．そこで，現実の基礎に適用するために，道

路橋示方書は，半経験的な手法で求められた α, βとい

う形状係数を支持力係数に乗じている．

さらに，地震時に基礎底面中心位置には鉛直力だけ

はなく水平力，モーメントも作用する．そこで，組合

わせ荷重に対する支持力を評価する必要がある．

モーメント M と鉛直力 V の組合せは，偏心量 e =

M/Vを有する鉛直偏心荷重 Vが作用しているものとモ

デル化される．偏心外力に関する極限支持力の評価は，

ほとんどの技術基準が Meyerhofの仮説に従っている．

その仮説は，図–1に示すように，偏心荷重が作用する

と，荷重を支持するのに有効な載荷幅が B′ = B− 2e (e
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図–1 偏心荷重が作用するときの崩壊メカニズム

=偏心量)に減少するというものである．これが実験的

にも妥当であることが同じくMeyerhofにより示されて

いる．

水平力 H と鉛直力 V の組合せは，図–2に示すよう

に，傾斜荷重が作用するものとしてモデル化される．傾

斜荷重が作用した場合，鉛直荷重のみの場合と比較し

てすべり面が浅くなり，支持力が低下する．道路橋示

方書以外の基準では，鉛直荷重が作用するときの支持

力係数を用いる一方で，傾斜荷重に関する補正係数を

各支持力係数に乗じる形式のものが多い．道路橋示方

書では駒田の研究17)に基づき，支持力係数の中に傾斜

荷重の影響が反映されており，支持力係数は傾斜角 iの

関数である．

以上のように，静力学公式で得られる極限支持力は，

実務上の近似式である．得られる極限支持力は，理論

的には上界でも下界でもなく，実験的結果に対する近

似精度についてもよく分かっていない18)．しかし，実

務で長く適用され，多くの基礎が用いられてきたとい

う実績がある．

3. 支持力曲面

静力学公式から求める方法とは別に，近年では，多

くの実験結果が，組合せ荷重に対する極限支持力を図

–3に示すような V-H-(M/B) 空間の一点としてプロッ

トしたとき，それはラグビーボールのような曲面をな

すことが示している．このような極限支持力値を示す

V-H-(M/B)の曲面は，支持力曲面と呼ばれている．た
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図–3 支持力曲面概念図

とえば，Nova and Montrasioは，砂地盤上の直接基礎の

極限支持力を次式に示す支持力曲面で表した8)．

fcr = h2 + m2 − ξ2(1− ξ)2ζ = 0 (2)

ここに，ξ, h, mは V, H, M を中心鉛直荷重を受ける

ときの極限支持力 Vmで無次元化した荷重 ξ = V/Vm,

h = H/(µVm), m = M/(ψBVm)であり，Bは基礎幅であ

る．図–4に µ, ψの物理的意味を示す．同図は図–3の

M=0断面，H=0断面を示した図である．図中の µ, ψ

はそれぞれ M = 0, H = 0面における支持力曲面の原点

における接線勾配である．M = 0のとき原点において

H = µVが成り立つので，一般に µ = tanφとすることが

できる．ここに，φは地盤のせん断抵抗角である．ψに

ついては，Meyerhofや Vesicの支持力式との比較から，

0.33–0.48程度の範囲の値を取るものとされている8, 19)．

ζ は支持力曲面を規定するパラメターである．ζ = 0.95

が推奨されているが8, 19)，1.0で近似しても曲面の形状

に大差はない．そこで，以下 ζ = 1として式を展開す

る．現在では，支持力曲面の基礎の平面形状に関する

依存度は大きくないと考えられているので18, 19)，式 (2)

はもともと帯基礎に対して提案された値であるが，そ

れ以外の平面条件にも適用可能と考えられる．

以上のように，支持力曲面は実験結果に基づいて構

築された理論であり，静力学公式に比べると，組合せ

荷重に関して，より現実に近い極限支持力の近似値を
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図–4 支持力曲面 (M=0, H=0断面)

与えるものと考えられる．

4. マクロエレメント理論

静力学公式も支持力曲面も極限支持力を評価するも

のであり，極限状態での力の釣合いを表す．しかし，極

限に至るまでの基礎の変位と関連づけられたものでは

ない．そこで，地盤の塑性化の進展と関連づけ，荷重・

変位関係を記述するための研究が行われている．その

中でマクロエレメント理論は，組合せ荷重を受ける基

礎・地盤系を一つの要素として扱い，マクロな塑性挙

動を記述しようとするものである．

最も単純な理論は，等方硬化を仮定するものである．

組合せ荷重の増加に伴い，支持力曲面の内側でそれと相

似な曲面 (降伏曲面)が発展すると考える．そして，支

持力曲面の発展と変位の増加の関係を，塑性論に沿っ

て記述する．また，降伏曲面が支持力曲面に至った時

が極限であり，その後は完全塑性状態にあると考える．

以下，Nova and Montrasio8)のモデルに沿って記述する．

降伏曲面は次式で表される．

fy = h2 + m2 − ξ2(1− ξ/ρc)
2β = 0 (3)

ここに，ρcは組合せ荷重 V, H, M を式 (3)に代入した

ときに得られる降伏曲面と V 軸の交点を Vmで除した

値である．したがって，降伏曲面の大きさを表すパラ

メターであると同時に，増加する組合せ荷重を増加す

る等価な鉛直力に置き換えているパラメターである．ρc

が発展し，最終的に 1になると，降伏曲面は支持力曲

面と一致し，極限状態になる．以後の載荷に対して降

伏曲面は破壊曲面を越えない．

図–5に，支持力曲面の発展を模式化した．ここに，説

明を簡単にするため M = 0を仮定した．ある組合せ荷

重 (V, H)が荷重空間内では D点であると置く．そこか

ら載荷を受け，(V + dV, H + dH)の E点へと組合せ荷

重は荷重空間を移動する．初め，降伏曲面は D点を通

るように設定されるが，点 Dから Eへと載荷を受ける

場合には降伏曲面は膨らみ，E点を通るようになる．降
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図–5 降伏曲面拡大の概念図

伏曲面の大きさは，載荷前の ρcから載荷後の ρc + dρc

となる．このような性質を表す数式は以下の通りであ

る．載荷後の荷重状態である V + dV, H + dH, M + dM,

ρc + dρcも式 (3)を満足しなければならないので，次式

が成り立たなければならない．

d fy =
∂ fy
∂V

dV +
∂ fy
∂H

dH +
∂ fy
∂M

dM +
∂ fy
∂ρc

dρc = 0 (4)

このルールはコンシステンシー則と呼ばれる．

次に降伏曲面の発展と変位の増加を関係づける．そ

のためには，

1. 降伏曲面の発展と鉛直変位，水平変位，回転変位

量の増加を関連づける硬化則

2. ある組み合わせ荷重増分に対する鉛直，水平，回転

変位成分の増分量の比率を決定するための流れ則

が必要である．

硬化則は，中心鉛直荷重を受ける基礎の挙動に基づ

いて与えられる．中心鉛直載荷を受ける時の鉛直荷重

Vと鉛直変位の塑性成分 vplの関係は次式で近似できる
8, 9)．

V
Vm

= 1− exp

(
−R0vpl

Vm

)
(5)

ここに，R0は V-vpl 曲線における初期勾配である．こ

の式は，基礎の挙動を近似するための一般的な式であ

り，指数が 1のときのWeibull分布曲線に一致する．た

とえば，宇都ら20, 21)も，Weibull分布曲線により単調載

荷を受ける杭の荷重・変位曲線を一般化することを提

案している．Vm, R0は降伏曲面の発展と基礎の変位関

係を結びつける鍵となるパラメターであり，これらは，

原位置で平板載荷試験などを行うなどを通じて決定す

ることができる．また，弾性変位成分は塑性変位成分

に比べて無視できるほど小さいと考えれば，発生した

鉛直変位は全て塑性成分であるとモデル化することが

でき，Nova and Montrasioもこのような立場でマクロエ

レメント理論を構築している．

式 (5)を組合せ荷重に対して用いるために，左辺の

V/Vmを式 (3)で得られる降伏曲面の大きさ ρcで置き換

える．また，塑性鉛直変位 vpl，塑性水平変位 upl，回転

変位 Bθpl の相乗平均を取ったものを，組合せ変位 vpl,

upl, θpl に等価な鉛直変位 vcとする．

vc =
{
(vpl)2 + (αMupl)2 + (γMBθpl)2

}0.5
(6)

αM, γM は水平変位成分と回転変位成分を等価な鉛直変

位に換算するための無次元パラメターである．したがっ

て，ρc, vcを用いて式 (5)を書き換えれば，組合せ荷重

を受けるときの硬化則は次式で得られる．

ρc = 1− exp

(
−R0vc

Vm

)
(7)

式 (7)を Taylor展開して一次の項をとることにより，増

分変位 ( dvpl, dupl, dθpl)と増分荷重 ( dV, dH, dM)の関

係が得られる．

dρc = (1− ρc)
R0

Vm

(
|dvpl| + αM |dupl| + γMB|dθpl|

)
(8)

式 (7), (8)は組合せ荷重と組合せ変位の関係であるた

め，ある増分組合せ荷重が与えられても，各変位成分

の増分量までは分からない．そこで，塑性変位の各成

分の比率は，非関連流れ則を適用して求める．

dvpl = Λ
∂g
∂V

, dupl = Λ
∂g
∂H

, dθpl = Λ
∂g
∂M

(9)

ここに Λはスカラパラメター，gは塑性ポテンシャル

面で，Nova and Montrasioは次式を用いている．

g = λ2h2 + χ2m2 − ξ2(1− ξ/ρg)2 = 0 (10)

ここに，λ = µ/µg < 1, χ = φ/φg < 1であり，µg, φgは

塑性ポテンシャル面形状を規定するパラメターである．

最終的に式 (4), (8), (9)を連立させれば，Λが次式の

ように求められる．

Λ = −Λ1

Λ2
(11)

Λ1 =
∂ fy
∂V

dV +
∂ fy
∂H

dH +
∂ fy
∂M

dM (12)

Λ2 = (13)
∂ fy
∂ρc

(1− ρc)
R0

Vm

{∣∣∣∣∣
∂g
∂V

∣∣∣∣∣ + αM

∣∣∣∣∣
∂g
∂H

∣∣∣∣∣ + γMB
∣∣∣∣∣
∂g
∂M

∣∣∣∣∣
}

これを式 (9)に代入することにより，増分組合せ荷重

dV, dH, dM に対する増分組合せ塑性変位 dvpl, dupl,

dθpl の関係が得られるようになる．

パラメター µg, φg, αM, γMの推奨値は，理論的考察や

実験結果のシミュレーション結果に基づき，Nova and

Montrasio8, 19)に示されている．そこで，これらのパラ

メターについては，それを目安に用いればよい．たと

えば，µについては，前述のように µ = tanφと設定で

きる．

µg, φg, αM, γM の値は，偏心荷重のみ，および傾斜荷

重を作用させた載荷試験結果に対するキャリブレーショ
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図–6 実験で得られる鉛直変位と水平変位の関係のイ

メージ図

ン計算からも定めることができる．たとえば，M = 0

として V/Hの比率を一定に保ちながら傾斜荷重 (V, H)

を単調載荷したときの実験結果から µg, αM を推定でき

る．式 (10)に M = 0を代入し，整理すると次式が得ら

れる．
λh
ξ

= 1− ξ

ρg
(14)

一方，式 (9)より，dvpl, duplは次式のように求められる．

dvpl = 2Λξ


(
1− ξ

ρg

)
− 2

(
1− ξ

ρg

)2
 /Vm (15)

dupl = 2Λλ2h/(µVm) (16)

したがって，式 (14), (15), (16)を用いると， dvpl/dupl

は次のように求められる．

dvpl

dupl
=

1
λ
− 2

h
ξ

(17)

ここに，前述のように，λ = µ/µgであり，また h/ξ は

一定値である．したがって，式 (17)は，vpl-upl関係の勾

配が一定であることを示唆している．そこで，図–6に

模式図を示すように，実験で得られる vup-uup曲線の勾

配を用いて未知数である µgの大凡の値を推定できる．

また，vpl-uplの勾配が一定，M = 0, V/Hの値が一定，

dθpl = 0という条件を用いると，式 (7)から，Hと uの

関係が得られる．そこで，実験で得られた H-u関係を

用いて αM を求められる．

同様に，φg, γM も，H = 0，M/V =一定での V, Mの

単調載荷試験結果から推定可能である．

支持力曲面式 (降伏曲面式)，塑性ポテンシャル面，硬

化則関数形状などは他にもいくつか提案がされており，

総じて，マクロエレメント理論は単調組合せ荷重を受

ける基礎の荷重・変位挙動に関する実験結果を十分な精

MV

H

(1-∆)B∆B

u

v

θ 

CL

図–7 基礎に作用する荷重と基礎に生じる変位の向き

F

x
dx

dxpl

Elastic rigidity

dxel

dF

図–8 増分変位の弾性成分，塑性成分への分解

度で再現できることが確認されつつある．しかし，地

震力を考慮するときには，除荷過程を含むことになる

ので，少なくとも塑性変形成分だけでなく弾性成分も

含めて記述するための弾塑性モデルに拡張する必要が

ある．さらに，マクロエレメント理論が繰返し載荷を

受ける場合の基礎の挙動を再現できるどうかについて

は，検証がほとんどなされておらず，振動台実験や繰

返し載荷実験結果に基づく検証が必要である．

5. マクロエレメント

増分組合せ荷重が降伏曲面上にあるか降伏曲面が発

展する向きであるときには塑性変形が生じる一方，組

合せ荷重が降伏曲面よりも内側にあるときには，いか

なる荷重状態においても基礎は弾性挙動に留まると仮

定する．

上部構造から直接基礎底面中心位置へと作用する荷

重ベクトル F と対応する基礎底面中心位置の変位ベク

トル xは次式で表される．

F = b V H M cT, x = b v u θ cT (18)

ここに，v, u, θは鉛直変位，水平変位，回転角であり，

上添え字 Tは転置を表す．荷重，変位の正の向きは図

–7に示す通りである．

まず，載荷の場合，もしくは降伏曲面上で荷重状態

が移動する場合 (中立)について，記述する．図–8に示

すように，増分変位 dxを，弾性変位成分 dxel，塑性変

位成分 dxpl に分解する．



dx = dxel + dxpl (19)

それぞれの増分変位成分と増分荷重の関係はコンプラ

イアンス Cel, Cpl を用いて次式で表す．

dxel = Cel dF, dxpl = Cpl dF (20)

ここにそれぞれのコンプライアンスは 3× 3である．式

(19), (20)より，マクロエレメントの増分変位・増分荷

重関係は次式で表されることになる．

dx = (Cel + Cpl) dF (21)

これの逆をとれば，増分荷重・増分変位に関する要素

剛性方程式が得られる．

dF = KF dx, KF = (Cel + Cpl)−1 (22)

3× 3の要素剛性行列で基礎の挙動が記述され，必要最

小限の自由度で済む．

次に，降伏曲面からの除荷時，もしくは降伏曲面の

内側で荷重が移動する時について定式化する．弾性成

分だけ考慮すればよいので，剛性マトリクスは以下の

通りである．

dF = KF dx, KF = (Cel)−1 (23)

5.1. 弾性コンプライアンス

弾性コンプライアンスを次式で与える．

Cel
11 = 1/Kv, Cel

22 = 1/Kh, Cel
33 = 1/Kr , (Others)= 0 (24)

本文では，Kv, Kh, Kr として，半無限弾性地盤上の矩

形剛基礎に関してGazetas22)が与えたインピーダンスに

おける実部の値を用い，そのうち振動数がゼロのとき

に対応する値で代表させる．

Kv =
4.54G(B/2)

(1− ν) , Kh =
9G(B/2)
(2− ν) , Kr =

3.6G(B/2)3

(1− ν)
(25)

ここに，Gは地盤のせん断弾性係数，νはポアソン比，

Bは基礎幅である．

5.2. 塑性コンプライアンス

塑性コンプライアンスの導出過程は前述の通りであ

る．まとめると，塑性コンプライアンスは次式のよう

に求まる．

Cpl =
1
K
∂g
∂F

∂ f

∂FT
(26)

ここに，K は硬化係数で，次式により求まる．

K = − ∂ f
∂Vc

∂Vc

∂(xpl)T

∂g
∂F

(27)

なお，降伏曲面，塑性ポテンシャル面は，H = M = 0

のとき角点を有する．そこで，H = M = 0の状態での

載荷に関して，別途コンプライアンスを計算しておく

マクロエレメント：
鉛直，水平，回転を
規定する連成バネ

橋脚：節点集中質量及び 

Bernoulli- Eulerはり

上部構造：質点（鉛直，
水平，回転の３自由度） 

 

 

下部構造：質点（鉛直，
水平，回転の３自由度） 

図–9 地震応答解析モデル

必要がある．

C
pl
11(t) = 1/(1− ρc)/R0, (Others)= 0 (28)

6. 時刻歴応答計算

動的解析は，Paoluicciが計算に用いた 4自由度系の

モデル12)に基づいているが，橋脚を Bernoulli-Euler梁

でモデル化し，はり要素を適用している点が異なって

いる．また，上部構造の変位に伴う偏心モーメントが基

礎に作用する影響 (P-Delta効果)も考慮できるように，

通常の梁要素の剛性行列に梁・柱理論に対応する幾何

剛性行列を付加した．ただし，簡単のため，幾何剛性

を求めるために必要な軸力として，着目している要素

より上部にある構造体の死荷重のみ考慮し，計算途中

で変化しないものとした．

最終的に，図–9に示すように，本研究では上部構造

は回転慣性を考慮した質点で，橋脚は各節点位置の集

中質量とはり要素で，フーチングは回転慣性を考慮し

た質点で，基礎・地盤間の相互作用はマクロエレメン

トでモデル化した．

数値計算は単純な増分足しあわせによって行ってい

る．したがって，一切の収束計算は行っていない．また，

時間方向の積分は Newmark-β法を用いている．塑性コ

ンプライアンスは荷重の関数であるため，マクロエレ

メントが載荷を受ける場合，本来，t = tから t = t + dt

までの間にもその値は変化するものである．しかし，数

値計算では，t = tのときの荷重 F(t)の値を用いて塑性

コンプライアンスを評価し，t = tから t = t + dtの間で

塑性コンプライアンスは変化しないものとした．この

ような近似計算を行う代わり，増分時間間隔 dt小さく

とった．

Paolucciのモデル，および本モデルの運動方程式は次

式で与えられる．

Mẍ(t) + Hẋ(t) + KSx(t) + F(t) = p(t) (29)

ここに Mは質量マトリクス，Hは減衰マトリクス，KS

は柱部分の剛性マトリクスである, Fはマクロエレメン

ト部の地盤反力, pは外力である．梁部分の減衰は，梁



要素剛性に対する比例型減衰を設定する．また，マク

ロエレメント部には，後述のように，鉛直，水平，ロッ

キング振動に関して，Gazetas22)が示すインピーダンス

における複素部の値のうち振動数がゼロのときの減衰

を考慮することにした．また，H は初期 t = tに与えた

値のまま変化しないものとした．

式 (29)を Newmark-β 法を用いた直接積分により解

く．時刻 t = t の状態から t = t + dt の応答を求める．

t = t − dt, t = t, t = t + dtの加速度，速度，変位の関係

を中央差分形式で表したものを時間ステップ n + 1(t =

t+dt)における運動方程式に代入し，未知数となる x, F

が左辺に含まれるように整理すると次式が得られる．(
M
βdt2

+
Hγ
βdt

+ KS

)
x(t + dt) + F(t + dt) =

p(t + dt) + M
{(

1
2β
− 1

)
ẍ(t) +

1
2βdt

ẋ(t) +
1

2βdt2
x(t)

}
+

H
{(

γ

2β
− 1

)
ẍ(t) dt +

(
γ

β
− 1

)
ẋ(t) +

γx(t)
βdt

}
(30)

ここに，γ, β は Newmark-β 法におけるパラメターで，

それぞれ 0.5, 0.25である．非線形計算を収束計算を行

わず，単純な増分足しあわせで行うので，t = t + dtの

地盤反力および各節点の変位は次式で表される．

F(t + dt) = F(t) + dF(t) = F(t) + KF(t) dx(t) (31)

x(t + dt) = x(t) + dx(t) (32)

ここに，KFは式 (22)もしくは式 (23)で計算される．式

(31), (32)を式 (30)に代入すると次の関係式が得られる．

K̃(t) · dx = d̃p, (33)

K̃(t) =
M

β( dt2)
+

Hγ
βdt

+ KS + KF(t), (34)

d̃p = p(t + dt) + M
(
(1− 2β)ẍ(t)

2β
+

ẋ(t)
βdt

)
+

H
{

(γ − 2β)ẍ(t) dt
2β

+

(
γ

β
− 1

)
ẋ(t)

}

−KSx(t) − F(t) (35)

式 (33)を解けば，変位増分 dxが得られる．それを式

(31), (32)に代入することで，時刻 t = t + dtでの地盤反

力および各節点の変位が求まる．載荷である場合には，

ρc, ρgの値も更新する．時刻 t = t + dtでの地盤反力が

求められると，これらの値を式 (3)に代入して，ρc(t +

dt)の暫定値を計算する．そして，ρc(t + dt)と ρc(t)を

比較し，大きいほうを ρc(t + dt)とする．ただし，理論

上 ρcは 1を超えないので，ρcの値として 1より大きい

値が得られた場合は，ρc=1とする．ρgについても同様

の手順で更新する．

増分計算において，マクロエレメントの塑性コンプ

ライアンスは，載荷状態もしくは中立状態の時のみ考

慮する．そこで，t = tの降伏曲面に対して，t = t + dt

の荷重点 (V(t + dt), H(t + dt), M(t + dt))が降伏曲面の

外側に移動するとき，もしくは t = tでの降伏曲面上に

存在し続けるとき，数値計算上載荷であると判定する．

そこで，数値計算では，まず，t = tの状態から弾性コン

プライアンスだけを考慮して増分荷重 dF(t)を求める．

そして，得られた荷重増分 dF(t)を t = tの荷重 F(t)に

足しあわせたもの (F(t) + dF(t))を式 (3)に代入して ρc

を逆算する．これが t = t のときの ρc(t)に等しいか大

きければ，載荷であると判定する．

載荷であると判定した場合には，t = tの状態から計

算をやり直す．やり直し計算では，弾性コンプライア

ンスと塑性コンプライアンスの両者を考慮する．一方，

載荷でない判定した場合は，弾性コンプライアンスの

みを用いた計算を了とする．塑性変形成分は生じない．

7. シミュレーション対象実験

本研究では，繰返し載荷実験，大型振動台実験を行

い，直接基礎の地震時挙動に関する知見を得た．さら

に，中心鉛直載荷実験も行った．このうち本報告では，

大型振動台実験に対してシミュレーションを行った結

果を報告する．実験の詳細および計測値デジタルデー

タは，土木研究所資料14, 15)にて公開している．

7.1. 大型振動台実験15)

振動台実験は，土木研究所振動台実験施設内にある

三次元大型振動台を用いて行われた．図–10に実験の概

略を，図–11に模型の寸法を示す．加振方向は図–10の

X 方向の正の向きと，図–11の北方向が一致しており，

振動台への加振は南北の一方向である．本報告で示す

計算で対象としたのは，全加振ケースの中から 2ケー

スである．検討対象実験ケースを表–1に示す．

Case 1における振動台への入力波は，道路橋示方書

における Type I地震動 (海洋プレート境界型の大規模地

震動)に分類されるものであり，1993年北海道南西沖

地震において七峰橋周辺地盤上で観測された加速度記

録である．Case 2における振動台への入力波は，Type

II 地震動 (内陸直下型の大規模地震動)に分類されるも

のであり，1995年兵庫県南部地震において神戸気象台

(JMA-kobe)地盤上で観測されたN-S方向の加速度記録

の加速度振幅を 80%に低減したものである．兵庫県南

部地震の地震動をそのまま入力する場合，模型が転倒

するおそれがあり，数値解析モデルを検証をするため

に十分なデータが得られないと判断した．そこで，入

力加速度振幅を低減した．表–1中に示す設定入力値は，



表–1 実験ケース

実験 入力 最大加速度 (gal) 地震 根入れ
ケース 地震動 設定入力値 実測値 (mm)

Case 1 七峰橋波 386 601 Type I 0
Case 2 神戸波 650 557 Type II 10

(振幅 80%)

振動台に入力した加速度の最大値であり，実測値は振

動台上に設置された加速度計により計測された値であ

る．表–1に示すように，入力値と実測値は異なる値と

なった．

地盤は，気乾状態の豊浦標準砂を用いて内径 4× 4 m

のせん断土槽内に作成された．厚さは 2 m，相対密度

は 80%である．三軸圧縮試験より求められた内部摩擦

角は 42.1◦ であった．

作成した地盤上に直接基礎模型を設置した．根入れ

は，Case 1では 0で，Case 2では 10 mmである．Case

2で根入れを考慮した理由は，入力加速度振幅を低減し

た理由と同じである．ただし，Case 2の場合でも根入

れ量はフーチング高さの 4%であり，根入れをほぼ 0と

見なしてもよい．以下の数値計算でも根入れ 0として

扱っている．

模型は鋼製で，基礎部，柱部，上部構造部からなる．

図–11中のWG, JGは模型各部位の質量，重心回りの回

転慣性モーメントである．基礎平面寸法は 0.5× 0.5 m

であり，底面には載荷面寸法 0.5 × 0.045 mの 2方向

(鉛直 ·せん断)ロードセルを 11個が組み込まれている．

ロードセル短辺が加振方向に平行であり，基礎幅と同

じ長辺長を有するロードセルが加振方向に並んでいる．

ロードセル底面にサンドペーパーを貼り，地盤との境

界面が粗であるようにした．

20基程度の橋脚基礎の設計実績を調べたところ死荷

重に対する極限支持力の安全率は 9–24程度であった．

また，過去の設計実績について土木研究所が調査した

結果によれば，設計計算上，基礎の浮上りが生じる水

平震度は 0.07–0.25程度である23)．そして，模型も，こ

れらの値に近い力学特性を有する．

加振時の模型，地盤及び振動台の挙動は，それぞれ

に取り付けた加速度計にて計測されたほか，振動台の

東側からビデオカメラで撮影することにより捕捉され

た．以下に示す実験計測値は，加速度は加速度計記録

から，変位はビデオ画像記録から，基礎底面中心位置

に作用する荷重はロードセル記録から得られたもので

ある．

図–12に加振後の基礎の状態を示す．基礎は転倒など

することがなく，いわゆる破壊状態には至っていない．

5000

2
5
0

側面図 （単位：mm)

3
0
0

9
@

2
0
0

2
1

0
0

1
0
0

2
3

5
0

1500 1500

せん断土槽底盤

振動台

せん断土槽

実験地盤

豊浦標準砂（乾燥）

相対密度 D =80%r

加振方向

X

Z

図–10 実験装置概略図

(H-200x200x8x12)

側面図

基礎

柱

上部構造

2方向ロードセル
（底面:サンドペーパー）

加振方向

300

400

200

500

3
0

0
2

5
0

7
5

3

9

1
5

0 2
2

2
2

南側 北側

平面図

LC

LC

500

5
0

0

400
300

加振方向
南側 北側

WG

  

=533 kg

JG

  

=9.184 kg.m
2

WG

  

=23 kg

JG

  

=0.254 kg.m
2

WG

  

=299 kg

JG

  

=8.477 kg.m
2

図–11 実験模型構造図

S N
加振方向

(a) Case 1

S N
加振方向

(b) Case 2
図–12 加振後の基礎の状態



表–2 弾塑性挙動に関するパラメター
パラメター名 設定値

弾性バネ定数 Kv (kN/m) 89179
Kh (kN/m) 72794

Kr (kN·m/rad) 4420
せん断弾性係数 G (kN/m2) 55000
降伏曲面の R0 (kN/m) 48946
硬化則 Vm (kN) 244.8

αM 2.8
γM 1.7

降伏関数 ζ 1.0
µ 0.9
ψ 0.45

塑性ポテンシャル λ 0.5
χ 0.5

減衰定数 (鉛直) Cv (kN·s/m) 127.7
(水平) Ch (kN·s/m) 91.8
(回転) Cr (kN·s·m) 0.06

7.2. 鉛直載荷実験

単調鉛直中心載荷を受けるときの基礎の挙動を把握

するため，鉛直載荷実験を土木研究所基礎特殊実験施

設内にある深層土層内で行った．実験の詳細および計

測値デジタルデータは，文献14)にて公開している．土

層の平面寸法は 3× 4 mである．土槽内に，振動台実験

で用いた豊浦標準砂を用いて相対密度 Dr = 80%，厚さ

2 mの地盤を作製した．地盤面中心に振動台実験で用い

た模型の基礎部とおなじ平面寸法を有するブロックを

設置した．ブロックの底面には，振動台実験で基礎底

面に貼り付けたものと同じ粗度のサンドペーパーを貼

り付けた．そして，ブロック上部に単調中心鉛直荷重

を載荷するものである．途中，除荷挙動についても把

握するために，想定される極限支持力の 1/3程度になっ

たときに一度除荷し，その後再載荷を行った．

8. マクロエレメントのパラメターの設定

解析対象となる実験の地盤について鉛直載荷試験と

土質試験が行われているので，それらを用いてパラメ

ターの値を設定する．表–2にマクロエレメントの弾塑

性挙動に関するパラメターの一覧を示す．実務では，鉛

直載荷試験の代わりに平板載荷試験結果を用いて以下

と同様の処理を行うことで値を決定できると考えられ

る．ただし，中心鉛直載荷に対する極限支持力につい

ては，土質試験結果から推定するか，平板載荷試験結

果から求まる支持力係数に寸法効果の補正を行って推

定する必要がある．

鉛直，水平，回転の弾性バネ定数 Kv, Kh, Kr は鉛直

載荷実験で得られた除荷勾配に基づき設定する．荷重

沈下曲線を図–13に示す．縦軸は荷重を支持力係数に直

したもので，qは鉛直荷重 Vを基礎底面積 Aで除した

値，γは地盤の単位体積重量で 15.7 kN/m3である．図
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図–13 鉛直載荷実験で得られた荷重沈下曲線 (左：全体

図，右：除荷・再載荷経路に関する拡大図)
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図–16 単調中心鉛直載荷の計算値と鉛直載荷実験結果

の比較 (左：全体図，右：載荷初期に関する拡大図)

–14に示すように除荷時の経路を最小二乗近似すること

により得られる勾配を Kvとした．文献24)を参考にポア

ソン比 νを 0.3と仮定し，それと Kvを式 (25)の第一式

に代入し，せん断弾性係数Gを逆算する．さらに，算

出されたGを用いて式 (25)の第二式，第三式より Kh,

Kr を求めた．

次に，マクロエレメントの減衰について述べる．Gaze-

tasの文献によれば，基礎 ·地盤間の鉛直，水平，回転
の減衰定数 Cv, Ch, Cr はそれぞれ次式で与えられる22)．

Cv = ρVLaAc̃v, Ch = ρVsA, Cv = ρVLaI c̃r (36)

ここに，ρは地盤密度 (t/m3)，Aは基礎の底面積 (m2)，

c̃v, c̃rは係数で振動数がゼロの時にはそれぞれ 0.9と0.02

である．Vsは S波速度であり，実験において，Case 2

の加振前に行われた測定により計測された値を用いた．

なお，S波の起振方法は板たたき法である．また，VLa

は粗密波の伝播速度であり，次式で求められる．

VLa =
3.4

π(1− ν)Vs (37)



I は断面二次モーメントであり，B4/12で求められる．

降伏曲面の発展を規定する最も重要なパラメターで

あるVm, R0も，鉛直載荷試験結果より求めた．まず，中

心鉛直載荷における極限支持力 Vmは，鉛直載荷実験で

得られた最大荷重とした．つぎに，鉛直載荷実験で得

られた荷重変位曲線 (V-v曲線)から R0を設定する．そ

のために，V-vpl関係を推定する．各載荷ステップの鉛

直変位 vから弾性成分 vel = V/Kvを差し引くことによ

り，鉛直変位の塑性成分 vplを求める．そして，設定し

た Vmと式 (5)を用いて実験結果をフィッティングする

ことにより R0が求まる．図–15に，載荷試験結果から

求めた V-vpl 関係と式 (5)でフィッティングした結果を

あわせて示す．

降伏曲面，塑性ポテンシャル面，硬化に係わるその

他のパラメターの値は，一般的とされている範囲8, 19)の

中から選んで用いた．

図–16に示すように，以上のパラメターを用いて鉛直

載荷試験結果をマクロエレメントモデルでシミュレー

ションした結果は非常に良好であった．

9. マクロエレメントを用いた振動台実験のシミュレー

ション

基礎をマクロエレメントでモデル化して大型振動台

実験のシミュレーションを行った．以下，計算結果を計

算値 aと呼ぶ．図–17, 18は，Case 1, 2の実験値と計算

値 aについて，上部構造部重心位置の地盤に対する相

対変位 u1と，基礎底面中心位置の回転回転角 θに基礎

底面から上部構造部の重心位置までの距離 lを乗じた値

の時刻歴を示したものである．振動成分のみ考察する

ため，それぞれの時刻歴において残留変位の生じてい

ない時間帯 (Case 1は 21–25秒, Case 2は 7–12秒)につ

いて示す．u1, θ× lともに，基礎幅 Bで無次元化してい

る．これらの図を見ると，u1, θ × lの時刻歴波形の形状

は非常によく似ている．特に Case 2の u1, θ × l の時刻

歴は定量的にも一致しており，ロッキングの影響が非

常に強く現れていることがわかる．

図–19, 20に計算で設定した支持力曲面と実験・計算

で得られた荷重の軌跡を比較した．M-H相関図と M-V

相関図に分けて示した．支持力曲面の M-H相関図は式

(2)の支持力曲面式の Vに模型重量 V0を代入して得ら

れたものであり，M-V相関図は実験で最大モーメント

が観察された時刻の水平力の実験値を代入して得られ

たものである．設定した支持力曲面式は，実験におけ

る荷重の軌跡をほぼ包含しており，極限支持力状態を

良くモデル化していると考えられる．したがって，静
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図–17 上部構造部重心位置の地盤に対する相対変位 u1

と基礎底面中心位置の回転角 θに基礎底面から

上部構造部の重心位置までの距離 l の積の時刻

歴 (Case1)

的実験結果に基づき提案されてきた支持力曲面式を地

震時のような載荷状態に対しても適用可能であると考

えられる．

また，このように荷重状態が極限状態 (安全率が 1で

ある状態)に達していても，図–12で見たように，基礎

は転倒や過大な沈下などの壊滅的な状態には至ってお

らず，残留変位が生じるだけである．したがって，こ

れまでの耐震設計で行ってきたように力に関する安全

率を用いて安全性を検証するのは不合理であり，今後，

残留変位量など変位を指標とした設計体系に移す必要

がある．

図–21, 22は，上から，入力地表面加速度 ag,上部構

造部天端位置の水平加速度 a1,基礎底面中心位置に作用

する鉛直荷重 V,水平荷重 H,モーメント Mの時刻歴を

Case 1については 41–46秒について，Case 2ついては

7–12秒について示した図である．V, H は模型重量 V0

で，Mは V0 × B/2で無次元化されている．橋脚に作用

する慣性力に関係する a1やそれに伴い生じる H, Mの

時刻歴を見ると，振幅に上限値が見られ，その値は実
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図–18 上部構造部重心位置の地盤に対する相対変位 u1

と基礎底面中心位置の回転角 θに基礎底面から

上部構造部の重心位置までの距離 l の積の時刻

歴 (Case2)

験値と計算値で比較的近い値を示している．このよう

な上限値の存在は弾性挙動を仮定して応答計算をする

場合には見られないものであり，基礎の支持力特性を

反映させた応答計算を行ったことにより橋脚に入力さ

れる荷重が低減される現象が得られたものである．し

たがって，地震時の基礎の支持力特性を考慮すること

で橋脚についても合理的な耐震設計が可能になると考

えられる．

また，同じく，a1の周期特性も，実用上十分な精度

で再現している．これは，マクロエレメントが動的な

振動特性も再現可能であることを示している．

詳細に見れば，a1の振動周期は，Case 1では 44秒付

近から，Case 2では 9秒過ぎあたりから伸び始めるが，

計算値の周期ののびは実験値よりも小さく，計算値と

実験値で位相差が生じ始める．これらの傾向は，M, H

の振動についても同様である．これらは，実験では，顕

著な基礎の浮上りが生じていたためである．また，Vの

時刻歴については，実験値は明らかな変動が見られる

にもかかわらず，計算値ではほとんど変化が生じない．
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図–22 Case 2の時刻歴 (入力地表面加速度 ag及び模型

天端中心位置の水平加速度 a1，鉛直荷重 V,水平

荷重 H，転倒モーメント M)

今，橋脚部分が剛であることから，模型に生じる振

動に対してスウエイモードの寄与は非常に小さく，ロッ

キングモードの寄与が大部分である．そこで，図–23に

最大応答回転角が生じた時刻付近の M-θ関係とそのと

きにフーチング底面に作用する鉛直地盤反力分布の実

験値を示す．ただし，同図に示した回転角 θのみ，模型

に取り付けられた加速度計にて計測された加速度を二

階積分することにより求められたものである．図を見

ると，フーチングの一方の端部で地盤反力がゼロにな

り，浮上りが生じている一方で，逆側端部下は地盤と

接地し続ける．回転角が大きくなるにつれて，地盤反

力度分布が矩形上になるとともに，Mの値が一定にな

る．これは，実験では地盤抵抗の塑性化が進展し，モー

メント一定のまま浮上りが増大していることを示して

いる．

図–24は，Case 1, 2における主要動付近の M-θ関係

を示した図である．Case 1, 2の実験値の履歴ループを

みると，履歴ループの形状は S字型を示している．回

転角が大きくなるにつれて，除荷勾配が初期の勾配よ

りも低下し，特に除荷開始後の経路は見かけ上原点に

向かうようになってくる．回転角が大きくなるにつれ

て，浮上りが生じることから，浮上りが生じない場合

のような弾塑性挙動とは異なった履歴ループ形状を描

くようになる．このように実験では回転角が大きくな

るにつれて除荷剛性が低下することから，図–21, 22で

見られたように，振動周期も徐々に伸びたものと考え

られる．一方，計算結果では，常に除荷勾配が一定で

あるので，周期ののびが実験値ほど顕著にならないも

のと考えられる．

また，浮上りが生じることにより基礎の底面中心位

置は上下に移動する．図–25は M-v関係を，図–26は

v-θ関係を示した図である．いずれも主要動付近 (Case

1: 41–46秒，Case 2: 7–12秒)の時刻についてのみ実験

結果，計算値を示している．vの正の向き (沈下)がグラ

フの縦軸の下向きである．実験結果について，M = 0,

θ = 0のときの鉛直変位 vを見ると，残留変位が沈下方

向に増大している．これは，地盤の塑性化に伴うもの

である．一方，M, θが大きくなるにつれ vが負の向き，

すなわち浮上りに転じている．その結果，実験結果の

履歴ループ形状は V 字型に近くなっている．このよう

に，実験では浮上りが基礎の変位に大きな影響を与え

ていることが分かる．一方，計算値では残留変位が累

積するという傾向は再現されている一方，浮上りが再

現されていない．

さらに，基礎底面中心位置が上下に動くため，実験
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図–23 M-θ履歴と基礎底面に作用する鉛直地盤反力分布の実験値
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図–25 基礎底面中心位置に作用するモーメント M-基礎

底面中心位置の鉛直変位 v関係 (左：実験値，右：

計算値 a)
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図–26 基礎底面中心位置の鉛直変位 v-回転角 θ関係 (左：

実験値，右：計算値 a)

では Vについても変動が生じることになる．一方，計

算では，荷重の偏心による極限支持力の低減は考慮さ

れているが，浮上りによりフーチングが上向きに運動

するような状態は考慮されていない．したがって，Vの

変動がほとんど生じない．しかし，このような鉛直力

の変動が計算にて再現されないことは，実務上はあま

り大きな意味を持たない．なぜなら，上述のように，力

の釣り合いを考えるだけでは大地震時の基礎の安定照

査は不可能であり，むしろ変位を指標にした設計を行

うことが必要なためである．

図–27, 28は，上から，入力加速度 ag,上部構造重心

位置の変位 u1，および基礎底面中心位置の応答鉛直変

位 v,水平変位 u,回転角 θである．図–27, 28の左側の図

は全体的な傾向を示している．右側の図は主要動を含

む時刻での拡大図であり，Case 1では 41–46秒, Case 2

では 7–12秒の応答時刻歴を示している．u1, v, uは基礎

幅 Bで無次元化されており，vは沈下方向 (正の向き)が

グラフの縦軸の下向きである．実験値の鉛直変位 vは，

厳密には周辺地盤との相対変位として評価する必要が

あるが，地盤の沈下量はほぼ 0 mmであったため，模

型の絶対変位として評価している．一方，u1, uは地表

面との相対変位である．また，参考のため，降伏曲面

の大きさを表すパラメター ρcと次式で定義される時々

刻々の等価鉛直荷重 ρt を示した．

ft = h2
t + m2

t − ξ2
t (1− ξt/ρt)

2 = 0 (38)

ここに，ξt, ht, mt はある時刻における荷重 V(t), H(t),

M(t)を中心鉛直荷重を受けるときの極限支持力 Vmで

無次元化した荷重であり，ξt = V(t)/Vm, ht = H(t)/(µVm),

mt = M(t)/(ψBVm)である．

実験値，計算値ともに，ρt は式 (38)に ξt, ht, mt を代

入し，逆算することで求められる値である．実験値の

ρcは逆算した ρt(t)の値が ρt(t − dt)の値よりも大きく

なったときに，ρt と同じ値に更新される．ρt が減少し

ても ρcは減少しない．また，ρcの最大値は 1とし，ρt

が 1を超える値になった場合は ρcを更新せず，1のま

ま変化しないものとした．

ρtが ρc以上であれば，塑性変形が累積することにな

る．理論的には ρtが ρcを超えることはないが，計算に

おいては単純な増分計算を行っているため，ρt が ρcを

超える現象が生じている．また，式 (38)の基になって

いる支持力曲面式 (式 (2))が近似式であるので，ρc の

実験値において，ρt が 1を超えることもある．たとえ

ば，計算値 bの ρc, ρt の時刻歴をみると，Case 1では

44.8–45秒あたり，Case 2では 7.8–8秒あたりにかけて

ρt が増大し，ρcが更新されている．この時間帯におけ

る vpl, θpl をみると値が増加しており，降伏曲面の拡大

に伴って，塑性変位が生じている．

地震後の基礎の性能は残留変位量，特に沈下量に依

存すると考えられるため，鉛直変位 vに着目して考察

を行う．実験において，全体系ではロッキングモードが

卓越する一方で，そのために基礎底面下の地盤が塑性

化する．そこで，基礎の鉛直変位が沈下方向 (正の方向)

にシフトしていく．また，agの時刻歴から分かるよう

に，地表面での基礎への入力地震動の加速度は，Case 2

の方が大きい一方，Case 1と 2では Case 1の方が残留

沈下が大きくなることを計算値も予測している．した

がって，マクロエレメントモデルは，入力地震動の繰

返し回数が，残留変位に与える影響を評価できるモデ

ルになっている．θについても，計算値においても，残

留値が生じること，Case 1とCase 2ではCase 1の方が

残留値が大きくなることが予測された．以上のように，

マクロエレメントを用いることによりこのような地震

時の支持特性の違いも再現できた．マクロエレメント

は単調載荷実験結果に基づき確立されたものであるが，

本研究はマクロエレメントが基礎の地震時の残留変位

挙動も予測できることを確認した．

しかし，変位に関する精度面では改良が必要である．

たとえば，Case 2については計算は実験値に近い値を
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変位 u,回転角 θ,降伏曲面の大きさを表すパラメター ρc, ρt (実験値,計算値 a))



与えているものの，Case 1, 2ともに最終的な残留鉛直

変位は過小評価している．また，実験では浮上り方向

(負方向)への変位，すなわち浮上りも生じていることが

分かるが，計算値 aではその影響は見られない．また，

Case 1と Case 2の θ, uの時刻歴を比較すると，Case 1

では θについて，Case 2では uについて，累積する向き

が実験値と計算値 aで逆になっている．この問題点を改

善するためには，等方硬化の採用をやめ，移動硬化を

考慮する必要があるのかもしれない．図–29(a)に例を

示すように，等方硬化では，ある方向で塑性化が進展

するとそれにあわせて降伏曲面が拡大する．その結果，

続けて逆側で同等の大きさの荷重を受けても塑性化が

生じにくくなる．結局，計算の u, θについて，最初に

変位が累積した方向にその後も変位が累積しやすくな

る傾向を引き起こす．一方で，図–29(b)に示すように，

同じ荷重経路の場合でも，移動硬化則に従っておけば，

降伏曲面が逆側に移動することになり，塑性化が進行

する．

上述の計算における v, θの最終残留値の過小評価も，

移動硬化の導入で改善される可能性がある．移動硬化

の導入により，塑性変形が進行する頻度が増えると考え

られるからである．そして，Case 2の方が実験値と計算

値の差が小さい理由も以下のように考えられる．Case 2

の地震動の方が繰返し回数が小さく，図–28の ρc, ρtの

時刻歴によれば，地震動の中に含まれている波の中で

特に大きな塑性変形を生じさせる波の数が少ない．し

たがって，地震動による載荷ではあるものの，繰返し

回数の点では単調載荷に近い状態であったため，等方

硬化を仮定した場合でも実験値に比較的近い結果が得

られたものと考えられる．

次に，上部構造の変位 u1の最大値，およびそれに大

きく寄与する基礎の回転角 θの最大値に着目する．実

験に比べると，計算値は過小評価されている．計算で

用いている支持力曲面は，荷重の偏心に伴い鉛直支持

力が低下する影響が考慮されている．それは基礎の有

効幅を考慮しているとも考えられる．しかし，実際に

は，支持力曲面が考慮している以上の浮上りが生じる

ことにより，フーチングがつま先立っているものと考

えられる．したがって，浮上りの影響を考慮することに

より，回転角の予測精度が改善するものと考えられる．

フーチングの部材設計における曲げモーメントの照

査では，フーチング下面に作用する鉛直力の大きさだ

けではなく，鉛直力の作用位置が重要である．そこで，

鉛直荷重の偏心量 M/Vの時刻歴を実験値と計算値で比

較した結果を図–30, 31に示す．振幅については実験値
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降伏曲面(t = t1)F(t1+dt)

F(t1+2dt)

F(t1)
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荷重状態がt = t1+dtから
t = t1+2dtに変動する時には
降伏曲面は変化しない
　　　塑性変位が生じない

(a)等方硬化による降伏曲面の拡大

H

M

支持力曲面

降伏曲面(t = t1)F(t1+dt)

F(t1+2dt)

F(t1)

降伏曲面
(t =  t1+dt) 降伏曲面

(t = t1+2dt)

荷重状態の変動に伴い，
降伏曲面の位置も変動
　  塑性変位が生じる

(b)移動硬化による降伏曲面の変動
図–29 等方硬化を仮定したことによる問題点と移動硬

化を仮定することによる解決策の概念図
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図–30 偏心量の時刻歴 (Case 1)
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図–31 偏心量の時刻歴 (Case 2)

と計算値で良く一致する．しかし，振動数については計

算値の方が高めである．特に，Case 2の 10秒以後の応

答を見ると，実験値と計算値で波形形状が異なってお

り，計算値ではM/Vが頭打ちになる傾向が見られない．

以上をまとめる．

1. 支持力曲面により地震時の基礎の支持力をモデル

化できることが分かった．

2. したがって，マクロエレメントを用いた数値解析

は，荷重の時刻歴，すなわち基礎の支持力の時刻

歴を精度良く再現する．

3. マクロエレメントは基礎の地震時の残留変位挙動

をも予測できることを確認した．特にロッキング

振動に伴う，残留変位の増加も再現する点が優れ

ている．

4. 地震動の繰返し回数の違いに起因する残留変位の

違いも再現する．

5. したがって，マクロエレメントは地震時の直接基

礎の支持特性を説明できる理論であることが確認

された．

一方，変位の予測精度については十分とは言えず，以

下の課題の解決が必要である．

1. 浮上りの影響が考慮されていないため，浮上りが

大きくなると，上部構造の応答変位，基礎の履歴

ループ形状，基礎の応答回転角，基礎に作用する

荷重の偏心量に実験値との乖離が見られる．そこ

で，浮上りに伴う付加的な変位の発生を考慮する

必要がある．

2. 等方硬化を仮定しているため，繰返し載荷に伴う

残留変位の累積を過小評価し，また，水平変位，回

転角については，最終的な残留値の向きが実験値

と逆になることがある．これらの影響は，特に地

震動の繰返し回数が多い場合には顕著になる．そ

こで，移動硬化の導入を検討する必要がある．

10. 浮上りの考慮

前節で示した二つの課題のうち，浮上りの影響の考慮

が数値解析結果に与える影響を調べる．前述のように，

一般的な橋梁では，浮上りが生じる水平震度は 0.07–

0.25程度であり，浮上りは比較的小さい震度で生じる

ことがわかっている．したがって，特に基礎の回転角

やその結果生じる上部構造の応答変位を精度よく予測

するためには，浮上りの考慮が不可欠であると考えら

れる．たとえば，本四架橋における来島大橋の設計25)

や，その後に改訂された道路橋示方書は，弾性床上の

剛体にモーメントが作用したときの直接基礎のモーメ

ント・回転角関係を基礎の浮上りを考慮して求める方

法を示している．そこで，それと同様のモーメント・回

転角関係をマクロエレメントに足しあわせることにす

る．本研究では，浮上りの影響を考慮することにより，

応答値がどのように改善されるのかという点にのみ着

目するため，可能な限り単純なモデルを組込むことに

した．

10.1. 弾性床上の剛体の回転挙動

線形の地盤ばねを用いて基礎の M-θ関係を評価する

場合，基礎底面に作用するモーメントが大きくなると，

図–32のように引張力が生じることになる．しかし，引

張りに対する地盤抵抗は一般に無視できるほど十分に
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図–33 直接基礎のモーメント-回転角関係 M-θ関係1)

小さいので，引張力が生じた部分は浮き上がっている

と考える．そこで，引張り力を無視して Mを計算する

と，図–33に示すように非線形の M-θ関係が得られる．

地盤抵抗の塑性化を考えると，モーメントの最大値は

より小さくなる．これは，地盤反力度に上限が生じる

ためである．

図–33において，M0, θ0 はそれぞれ基礎が浮上り始

めるときのモーメントと回転角である．それぞれ次式

で求められる．

M0 = (BV)/6, θ0 = (12M0)/(B3 · D · kv) (39)

ここに，V は鉛直荷重である．振動台実験では，浮上

りが生じているときには鉛直荷重 Vも時々刻々変動し

ていた．後述するように，本研究においては，V=V0で

一定とした．Bは基礎幅，Dは基礎の奥行き幅，kvは

鉛直地盤反力係数 (kN/m3)である．M ≤ M0の範囲に

おいては，M-θ関係は線形で表される一方，M ≥ M0の

範囲においては，非線形になる．

M = M0(θ/θ0) if M ≤ M0, (40)

M = M0

(
3− 2

√
(θ0/θ)

)
if M > M0 (41)

次に，図–7, 34に示すように，基礎の浮き上っている

範囲の長さを ∆B,接地している範囲の長さを ∆(1− B)

B/2

V

(2/3)(1－∆)B (1/3)(1－∆)B∆B

図–34 基礎の浮上り部分の面積比 ∆と基礎底面に作用

する鉛直荷重 V

F

x

dx
el

dx
updx

pl

Elastic rigidity

dx

dF
A

B

C

図–35 浮上り変位を考慮した変位の分解の概念図

と表すものとすれば，∆をモーメントの関数で表すこ

とができる．図–34に示すように地盤反力度は三角形分

布であるので，次式が得られる．

M = V

(
B
2
− (1− ∆)B

3

)
(42)

式 (39)の第一式を用いて式 (42)を整理すると次式が得

られる．

∆(2M0) = M − M0 (43)

辺々を 2M0でわると，次式が得られる．

∆ =
1
2

(
M
M0
− 1

)
(44)

これらの挙動に基づき，マクロエレメントに浮上り

の影響を考慮する方法を以下に示す．

10.2. 浮上り増分変位成分の導入

Cremeret al.10)が粘性土地盤を対象に提案しているモ

デルと同じアイディアを用いる．図–35に示すように，

A 点から B点へ荷重 dF だけ載荷を受けたときの増分

変位 dxを，弾性変位成分 dxel，塑性変位成分 dxpl，浮

上り変位成分 dxupからなるものとする．



dx = dxel + dxpl + dxup (45)

それぞれの増分変位成分は，B点から dF だけ除荷を

与えたときの増分変位から求めることができる．まず，

塑性成分 dxplは，除荷後の変位の残留値である．次に，

弾性成分 dxelは初期剛性に荷重増分 dF を乗じること

により求まる．そして，A 点から B点への全変位増分

dF から変位成分 dxpl, dxelを減じたものが，浮上りに

寄与する変位成分 dxupであると考える．

なお，全変位増分 dxから塑性成分 dxpl を減じたも

のが全て弾性成分 dxelであると考え，浮上りに伴い弾

性剛性が徐々に低下するというモデル化も考えられる．

そのようなモデルについてはミラノ工科大学が土木研

究所基礎チームと共同で検討しており，その結果につ

いては文献26)を参照されたい．

dxel, dxpl，dxupに対応するコンプライアンスCel, Cpl,

Cupとする．Cel, Cplは前節までと同じであり，以下，新

たに，浮上りに関係するコンプライアンス Cupを誘導

する．

ここで，本研究では，モデル化を非常に単純にする

ために，基礎の浮上り挙動に影響を与える鉛直荷重は

死荷重 V0のみとする．言い換えると，浮上りに関係す

るコンプライアンスは地震中の鉛直力の変動の関数で

はない．加えて，これと整合させるために，浮上りコン

プライアンスを考慮した場合，塑性コンプライアンス

の各行列要素に含まれる鉛直力もすべてV0と仮定する．

基礎底面中心位置は上下に振動するため，それにあ

わせて Vの変動が生じる．浮上りが生じる場合，上下

動も大きくなるため，V の変動も大きくなる．V が大

きくなると浮上りが生じるために必要なモーメントは

大きくなるし，V が小さくなれば浮上りが生じるため

に必要なモーメントは小さくなる．その結果，V の変

動に応じて，生じるモーメントの値も変動する．加え

て，塑性コンプライアンスも V, M の関数であるので，

変位の塑性成分も Mや Vの変動の影響を受ける．そし

て，図–21, 22に見られるように，実験においても Vは

V0の 0.5倍から 1.5倍の範囲で振動する．しかし，大局

的には V = V0を中心にした振動であること，また Vm

に比べると V0 は非常に小さく，V0 が多少変動しても

少なくともマクロエレメントの塑性挙動に与える影響

が少ないと考えられる．以上の考察に基づき，塑性コ

ンプライアンス，浮上りコンプライアンスの計算では

V = V0を仮定しても大きな問題は生じないものと単純

化した．ただし，構造的に大きな軸力の変動が生じる

ような構造，例えばアーチ橋などでは，軸力の変動を

M/M0

θ ′/θ0, θ up/θ0

1

2 3

α
M∞/M0

Mcr/M0

α

図–36 M-θup関係の設定方法概念図

考慮する必要があるかもしれない．

浮上りコンプライアンスは dθup- dM関係，dvup- dM

関係からなる．まず，単調載荷に対する挙動をモデル

化する．

単調載荷を受けるときの θup-M 関係は，以下の手順

により求められる．なお，図–36は θup-M関係の設定方

法の概念図である．まず，式 (40), (41)の θを，弾性変

形成分と浮上り成分に分解する．

θ = θ′ = θel + θup (46)

そこで，式 (40), (41)は，次のように書き換えられる．

M = M0(θ′/θ′0) if M ≤ M0, (47)

M = M0

(
3− 2

√
(θ′0/θ

′)
)

if M > M0 (48)

ここに，M0, θ′0は浮上りが生じ始めるときのモーメン

トと回転角で，θ′0は次式で再定義しておく．

θ′0 = M0/Kr (49)

この関係を図–36では曲線 1として表した．

前述のように，地盤抵抗の塑性化を考慮する場合に

は，考慮しない場合に比べて，モーメントの最大値が

小さくなる．そこで，単純に，式 (47), (48)の M の値

を低減する．低減値を求める方法は確立されていない

が，本研究は以下のように仮定する．水平力 H = 0,鉛

直力 V = V0 (V0は死荷重)を式 (2)に代入したときに得

られる限界モーメント Mcrを求める．また，式 (41)で

θ → ∞のときのモーメント M∞ を求める．そして，そ

れらの比を取る．

α = Mcr/M∞ (50)

これをモーメントの低減率として，それを式 (47), (48)

に適用する．

M = Mα(θ′/θ′0) if M ≤ Mα, (51)

M = Mα

(
3− 2

√
(θ′0/θ

′)
)

if M > Mα (52)

ここに，Mα は浮上り開始モーメントである．浮上り

開始モーメントとそのときの回転角 θ′0は，次式で得ら

れる．

Mα = αM0 = αBV0/6, θ′0 = Mα/Kr (53)
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図–37 基礎端部が浮上ったときの回転角 θ,鉛直変位 v

の幾何学的関係 (θ > 0の場合)

これらの曲線は図–36中では曲線 2として示した．

次に，式 (51), (52)から θ′-M関係を求める．そして，

θ′から弾性変形分 θelを引く．結局，θup-M関係は次式

で与えられる．

θup = 0 if M ≤ Mα, (54)

θup =

{
4

(3− M/Mα)2
− M

Mα

}
θ0 if M > Mα (55)

次に単調載荷時の vup-M 関係を求める．図–34に示

すように，基礎の片方の端部が浮上り，地盤反力度分

布が三角形になっているときの基礎の状態は，図–37の

ように一般化できる．この状態を幾何学的に表現する

と，次式が得られる．

v = −
(
∆B− B

2

)
θ (56)

ここに，∆は前述の浮上り部分の面積比である．∆につ

いては，式 (44)の M0を Mα に置き換えた次式で表さ

れるものと仮定する．

∆ =
1
2

(
M
Mα
− 1

)
(57)

鉛直変位の浮上り成分 vupは，上式から浮上りが生じ始

めるときの鉛直変位 v0を引くことにより，次式のよう

に求められる．

vup =

(B
2
− ∆B

)
θ′ − v0 (58)

=

(B
2
− ∆B

)
θ′ − B

2
θ′0 (59)

式 (52), (57)を用いて式 (59)を変形すると，式 (60)が

得られ，最終的に浮上り開始からの累積鉛直変位 vup-M

関係の骨格曲線は次式で与えられる．

vup = −B
2



4
(
3− M

Mα

)2
− 4(

3− M
Mα

) + 1


(60)

ここに，浮上りの開始は，Mが M = Mαに達したとき

であり，それよりモーメントが小さいときには vupは 0

である．

v
up

M
Mp

+
Mp

−−Mα Mα

M
Mp

+

Mp
−

θ up

Mα

−Mα

図–38 モーメント M による浮上りに伴う鉛直変位 vup

と回転変位 θupの履歴則
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図–39 除荷再載荷に伴う M-θup関係

荷重が降伏曲面内で挙動する場合の浮上り挙動のモ

デルは本研究オリジナルのものであり，別途行ってい

る繰返し載荷実験結果14)や図–24, 25に示される実験結

果に基づいてモデル化した．M-θup, M-vup関係は，図

–38に示すように，M の正負それぞれで原点指向型お

よび最大点指向型の履歴則に従うものと仮定する．図

–38中の M−p , M+
p は骨格曲線上のモーメントで，t = t

までの負側，正側それぞれにおける最大モーメントで

ある．除荷，再載荷時には，図–38に示すように，正負

それぞれで，t = tまでの最大・最小モーメント点と原

点を結ぶ直線に沿った経路に従うものとする．図–39は

荷重が降伏曲面内で挙動する場合の M-θup曲線の履歴

の概念図である．同図に示されるように，一度除荷さ

れ，その後再載荷された場合には，骨格曲線上の除荷

開始点を目指し，その点に達した後は骨格曲線上を移

動する．

最終的に浮上り成分に関するコンプライアンスは次

式で与えられる．

Cup
13 = Θ0(1− ξ)

(
∂vup

∂M

)
, (61)

Cup
33 = Θ0(1− ξ)

(
∂θup

∂M

)
, (62)

(Others)= 0 (63)

ここに，(1−ξ)は以下の理由から乗じた10)．死荷重が大

きくなると，浮上りによる変位よりも地盤の塑性変形

に起因する変位が卓越すると考えられる．一方で，死

荷重が小さくなると，地盤の塑性変形に起因する変位
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図–40 Mから θを求める場合に生じる θの誤差
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図–41 θから Mを求める場合に生じる Mの誤差

よりも浮上りによる変位が卓越すると考えられる．し

たがって，重み係数 (1− ξ)を適用することで，ξ = 1の

ときに浮上りが生じないように，また，ξ = 0のときに

は浮上りによる変位が大きくなるようになる．

ここで，実際の数値計算においては，M-θup関係およ

び M-vup関係の除荷経路を原点指向にするために，以

下の 2点の更なる工夫が必要であった．

1点目は，除荷後の vup, θupの値の補正である．一般

に，全体系の運動方程式 (29)を解くことにより，増分

荷重，増分変位が自動的に得られる一方で，基礎の増分

変位の各成分は，得られた増分荷重とコンプライアン

スを用いて別途計算して求める必要がある．仮に，後

者の計算を行い，vup(t + dt) = vup(t)+ dvup(t) としたと

きに，vup(t + dt) が正の値を取り，浮上りにより沈下

が生じる時刻が生じる．これは物理的には想定してい

ない現象である．そこで，vup(t + dt) >0となった場合

は vup(t)+ dvup(t)=0となるように dvup(t)を計算しなお

す．そして，計算しなおした dvup(t)を用いて，改めて

dv(t)= dvel(t) + dvpl(t) + dvup(t)として dv(t)を計算し，

最終的に，v(t)に dv(t)を足し合わせ，t = t + dtにおけ

る鉛直変位 v(t + dt)とする．

2点目は，浮上りに関する θup-M, vup-M 関係の除荷

剛性の設定である．M-θup関係を例に説明する．原点指

向の除荷剛性を記述するためには，単調載荷経路上の

点 (M+
p , θup+), (M−p , θup-)を求める必要がある．その方法

には，単調載荷のときの式 (55)に，1) Mを代入して θup

を求める方法と 2) θupを代入して M を求める方法の 2

つがある．上述のように，Mについては全体系の運動

方程式 (29)を解くことにより自動的に得られる一方で，

θupは，運動方程式を解いた後，次の時間ステップの計

算に移る前に別途計算する必要がある．そこで，一般

には，自動的に得られている Mの値を式 (55)に代入し

て，単調載荷経路上の点 (M+, θup+), (M−, θup-)を求める

コーディングを行うことが考えられる．

実際，本研究の過程において，このようにコーディン

グを行ったが，計算終了後に明らかに大きすぎる残留

浮上りや残留沈下が累積しているなど，不合理な結果

が得られた．理由は以下のとおりであると推察された．

図–40に示すように，モーメントが大きな領域では，

モーメントのわずかな変動に対する回転角の変動は非

常に大きい．したがって，骨格曲線の式にモーメントM

を代入して回転角 θupを算出する場合には，数値計算上

の Mのわずかな誤差に対して得られる回転角 θupが大

きく変動する．その結果，骨格曲線の式にモーメント

M を代入して浮上り回転角を算出した結果 (A) と，別

途，各時間ステップ dθupを計算した結果の累積値 (B)

を比べたとき，(A)と (B)の差が無視できないケースが

生じ得る．すなわち，骨格曲線の式にモーメント Mを

代入して浮上り回転角を算出した結果 (A) を用いて除

荷剛性 M+/θup+, M−/θup-を設定する場合，推定精度が

著しく悪化する可能性が高い．これは，結局，除荷時

に Mが 0になっても浮上り回転角 θupとして無視でき

ない大きさの非ゼロの値が得られるという結果をもた

らす．これは，図–38で想定していない挙動である．

一方，図–41に示すように，回転角 θupのわずかな変

動に対するモーメントの変動は小さい．すなわち，θup

を計算し，その値に対応するモーメントを算出すれば，

θupの誤差で生じるモーメントMの変化は小さい．した

がって，最終的に本研究では以下の方針でコーディング

を行った：1)各時間ステップで，運動方程式を解いた後

で，運動方程式を解くことにより得られる増分荷重と

浮上りコンプライアンスを用い dθupを計算し，θupを更

新する，2) θup+, θup-の更新の必要性を判定し，必要が

あれば更新する，3)単調載荷時の M-θup曲線上の値を

求めるときには，θup+, θup-を式 (55)に代入して M+ も

しくは M− を求めることにする．同じ工夫を M-vup関

係に対しても適用する．

また，上記 1)の過程では以下の処理もあわせて行っ

た．θup関係では，骨格曲線は第一象限と第三象限のみ



で定められている．しかし，ごく希に更新しようとする

M, θupの状態が，第二象限と第四象限に達する場合があ

る．第二象限もしくは第四象限に達しているか否かは，

前時刻のモーメントの値 M(t)と，得られた θup(t + dt)

の積の符号により判定する．すなわち，θup(t+ dt)×M(t)

の符号を求め，符号が負の場合は θup(t + dt)=0とする．

実際，これらの方法を用いることにより，除荷時に M

がゼロになったとき，θupも十分に小さな，ゼロと見な

せる程度の値が算出されるようになり，図–38に示すよ

うな原点指向型の挙動をするようになった．

11. 数値計算における載荷・除荷の判定

本モデルでは，載荷，除荷の判定そのものを一部変

更した．前述のように，弾塑性モデルでは，載荷・除

荷の判定を行うための増分荷重を試行計算する際には，

弾性コンプライアンスのみ考慮した．一方，浮上りを

考慮する場合，弾性コンプライアンスCelと浮上りコン

プライアンス Cupの両者を考慮した．そして，試行計

算の結果得られた荷重状態を用いて，弾塑性挙動をす

るのか，弾性挙動をするのか判定を行い，後続の計算

を行った．

12. 浮上りコンプライアンスを考慮したときの計算結

果と振動台実験結果の比較

浮上りコンプライアンスを考慮したときの計算結果

と振動台実験結果を比較する．以後，浮上りコンプラ

イアンスを考慮したときの計算結果を計算値 bと呼ぶ．

参考のために浮上りコンプライアンスを考慮しない場

合の計算結果である計算値 aもあわせて示し，計算値 a

から変化した点に着目して考察する．

図–42, 43は，上から，入力地表面加速度 ag,上部構

造部天端位置の水平加速度 a1,基礎底面中心位置に作用

する鉛直荷重 V,水平荷重 H,モーメント Mの時刻歴を

Case 1については 41–46秒，Case 2については 7–12秒

について示した図である．V, H は模型重量 V0で，M

は V0 × B/2で無次元化されている．Case 1について図

–21に示される計算値 aに比べると，計算値 bでは，位

相について実験値との一致度が改善されている．浮上

りに伴う周期ののびが良く再現されたためと考えられ

る．Case 2について図–22に示される計算値 aと比べ

ると，計算値 bでは，特に a1の振幅について実験値と

の一致度が改善されている．

図–44は，Case 1, 2における v-θ関係を示した図であ

る．浮上りコンプライアンスが考慮された計算値 bで，

実験値と同様な V字型の形状がみられるようになった．
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図–42 Case 1の時刻歴 (入力地表面加速度 ag及び模型

天端中心位置の水平加速度 a1，鉛直荷重 V,水平

荷重 H，転倒モーメント M)
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図–43 Case 2の時刻歴 (入力地表面加速度 ag及び模型

天端中心位置の水平加速度 a1，鉛直荷重 V,水平
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図–44 基礎底面中心位置の鉛直変位 v-回転角 θ関係 (左：

実験値，中央：計算値 a，右：計算値 b)
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図–45 基礎底面中心位置に作用するモーメント M-基礎

底面中心位置の回転角 θ関係 (左：実験値および

計算値 a，右；実験値および計算値 b)
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図–46 偏心量の時刻歴 (Case 1)
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図–47 偏心量の時刻歴 (Case 2)

図–45は，Case 1, 2における M-θ関係を示した図で

ある．実験値では浮上りに伴う剛性低下により，回転

角が多くなるにつれて除荷勾配が徐々に低下する傾向

が見られた．計算値 bの除荷勾配は計算値 aのそれよ

りも小さくなっており，実験値に近くなっている．

図–46, 47は，実験値および計算値 bの荷重の偏心量

M/V の時刻歴である．図–30, 31の計算値 aと比べる

と，特に Case 1については，計算値 bの方が振動周期

が延びており，実験値に近い振動特性を有する．

図–48, 49は，上から，入力加速度 ag,上部構造重心

位置の変位 u1，および基礎底面中心位置の応答鉛直変

位 v,水平変位 u,回転角 θ,計算値 bで計算された応答

鉛直変位の塑性成分 vpl,回転角の塑性成分 θpl,応答鉛直
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変位の浮上り成分 vup,回転角の浮上り成分 θup,降伏曲

面の大きさを表すパラメター ρc, ρt (実験値，計算値 b)

の時刻歴を示した図である．u1, v, u, vpl, vupは基礎幅 B

で無次元化されている．

まず，鉛直変位 vに着目する．実験値，計算値とも

に加振中に沈下が累積する傾向が見られた．また，実

験値および計算値 bともに，計算値 aでは見られなかっ

た浮上りに伴う上下動が見られる．図–27, 28に示され

る計算値 aの結果に比べて，計算値 bの方が残留変位

が大きく，実験値に近い．このように，浮上りを考慮

することにより鉛直変位の定量的な評価精度も改善さ

れているが．また，上部構造の変位 u1や基礎の回転角

θの最大変位も，計算値 bの方が大きく，計算値 aに比

べて実験結果に近くなった．

しかし，いずれの実験ケースに対しても，計算で得

られる残留沈下 vは，実験値に比べてかなり小さくな

る．また，Case 1, 2の uの時刻歴をみると，実験値と

符号が異なる．これは前述のように硬化則として等方

硬化を仮定したためであると考えられる．

以上のように，浮上りを考慮することにより，実験

でみられた v-θループや M-θループのループ形状が再

現できるようになった．そして，浮上りの影響で応答

振動の周期特性が変化する様子，荷重偏心量の時刻歴，

上部構造の最大変位も精度良くシミュレートできるよ

うになるとともに，残留沈下量の予測精度が幾分改善

された．このように，浮上りを考慮することの有効性

が示された．今後，移動効果のモデル化についても検

討を行うことで，マクロメメントの更なる精度向上が

可能になると考えられる．

13. 浮上りに伴う鉛直力の変動を考慮した計算に関す

る問題点

前述のように，本研究では，浮上りの影響を考慮す

ることにより，応答値がどのように改善されるのかと

いう点に着目するため，可能な限り単純なモデルを組

込むことにした．本研究では，浮上りコンプライアン

ス，塑性コンプライアンスを求めるときには，鉛直力

として死荷重 V0のみを考慮し，Vの変動の影響を無視

した．

一方，単純な弾塑性解析のときに塑性コンプライア

ンスを計算する際には，時々刻々変動する鉛直力の値

を考慮していた．そして，数値計算上は，弾塑性解析

と同様に，浮上りを考慮した場合でも塑性コンプライ

アンスの計算にのみ時々刻々変動する鉛直力の値を考

慮することも可能である．しかし，そのような計算も

θ 

M =M0{3−2(θ /θ0)
0.5}M

M0 (V=V1)
M0 (V=V2)

 =(V1B/6){3−2(θ /θ0)
0.5}

M =M0{3−2(θ /θ0)
0.5}

 =(V2B/6){3−2(θ /θ0)
0.5}

図–50 Vの変動に伴う M-θ関係の変化 (V2 < V1)

試みて見たが，計算が上手く行かなかった．その理由

を以下に示す．

例えば，ある時刻 t = tの荷重状態として，図–51の

点 Aのように V(t)が Vm/2よりも小さい状態を考える．

前述のように，直接基礎は死荷重 V0が支持力 Vmに対

して非常に大きな安全率を有するので，一般に V(t)は

Vm/2よりも小さくなる．そして，この t = tの状態から

V の値が減少する場合を考える．今，浮上りコンプラ

イアンスを算定するにあたって鉛直力の変動を無視す

る場合で，かつ θupが大きく M-θup曲線において Mが

ほぼフラットな領域にある場合には，t = tと t = t + dt

の Mの値はあまり変化しない．その結果，荷重は結局

Cの位置に移動するような状況が生じる．そして，増

分荷重の向きが降伏曲面に対して外向きなので，載荷

という判定に結果になる．その結果，弾性状態よりも

著しく剛性が小さくなるため，非常に大きな，非現実

的な変位が得られてしまうことが分かった．

本来，浮上り開始モーメント Mαは Vの関数である．

Vが減少すれば式 (39)のM0が減少し，その結果 Mαも

小さくなる．そこで，M-θ関係そのものも図–50に示す

ように変化する．したがって，Vが減少すれば Mも小

さくなるはずであり，t = tから t = t + dtの間に，荷重

は，たとえば降伏曲面内側の Bの位置に移動するもの

と考えられる．その結果，合理的な計算結果が得られ

るであろう．

次に，実際には V(t + dt)が V(t)よりも大きくなる場

合を考える．そこで，V(t + dt)が V(t)よりも大きくな

ると，本来，浮上り開始モーメント Mα が大きくなる．

その理由は，1)式 (39)の M0が大きくなる，2)前述の

ように，直接基礎は死荷重 V0について非常に大きな安

全率を有するので，一般に V(t)は Vm/2よりも小さく，

モーメントに関する支持力も t = t + dt のときの方が

t = tのときよりも大きくなるためである．しかし，浮

上りコンプライアンスの評価において鉛直力 Vの変動

を無視しているので，これらの特性が考慮されない．そ

の結果，計算上，非常に大きな浮上り変位成分が得ら

れてしまい，非現実的な結果を与える場合があった．
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図–51 浮上りコンプライアンスのモデル化において鉛

直荷重 Vを一定と簡略化したことが引き起こす

問題点の模式図

近年，Cremeret al.10)が，粘性土地盤を対象に，移動

硬化や基礎の浮上りを考慮した非常に高度なマクロエ

レメントを提案している．鉛直力の変動も加味し，浮

上り変位成分を求めるための定式化を行っている．そ

こで，Cremeret al.のモデルを砂地盤を対象とした本研

究に応用することも今後検討する必要があるかもしれ

ない．そのためには，移動硬化をモデル化する必要が

あり，移動硬化をモデル化するためには曲面の大きさ，

移動の向き，移動量を記述する新たなパラメターが必

要である．また，浮上りについても，鉛直力との連成

を考慮して挙動を記述するための新たなパラメターが

必要である．しかし，これらのパラメターを同定する

方法に解決を見いだせていない．これらのモデル化に

特化した実験の実施が今後期待される．

14. おわりに

本研究では，直接基礎の地震時挙動に関する大型振

動台実験，繰返し載荷実験を行い，直接基礎の地震時挙

動をモデル化するための観察を行うとともに，各種数

値モデルを検証するための基礎的なデータを得た．加え

て，代表的なマクロエレメントモデルである Nova and

Montrasio8)が提案したモデルを拡張し，地震時の繰返

し載荷挙動に適用するための数値モデルの開発を行っ

た．得られた成果は以下の通りである．

• 静的実験結果に基づき提案されてきた支持力曲面
式は，地震時のような載荷状態に対しても適用可

能であることが分かった．

• マクロエレメント理論に従った単純な数値モデル
を用いても，数値解析は荷重および基礎の支持力

の時刻歴を精度良く再現する．また，地震時に基礎

に残留変位が生じる現象も予測できることを確認

した．特にロッキング振動により引き起こされる

鉛直の残留沈下の増加も再現する点が優れている．

• 地震動の繰返し回数の違いに起因する残留沈下の
違いも再現する．

• したがって，マクロエレメントは地震時の直接基

礎の支持特性を説明できる理論であることが確認

された．

• 一方，上部構造位置の水平変位や基礎の回転角，鉛
直荷重の応答値を過小評価した．これは基礎の浮

上りが適切に考慮されていないためである．また，

残留水平変位，残留回転角の推定精度については

十分ではない．等方硬化を仮定しているため，繰

返し載荷に伴う残留変位の累積を過小評価し，ま

た，水平変位，回転角については，最終的な残留

値の向きが実験値と逆になることがある．そこで，

移動硬化の導入を検討する必要がある．

• マクロエレメントに浮上り挙動を考慮する方法を
提案した．浮上りの影響を考慮することで，履歴

ループ形状，応答回転角，鉛直荷重の偏心量の予

測精度が改善された．

• 浮上りを考慮する場合，コンプライアンスや数値
計算において，Vの変動も考慮可能であるのよう

に新しいモデルの検討を進めることが推奨される．
?)?)?)
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A RESEARCH ON BEARING CAPACITY OF THE SHALLOW FOUNDATIONS 
SUBJECTED TO EARTHQUAKE LOADS 
 
Abstract ：We developed a dynamic analysis model for the nonlinear behavior of a shallow foundation during 
an earthquake. A macro-element approach is proposed considering elastic-plastic behavior, uplifting behavior, 
coupling effects of vertical, horizontal and moment loads. We also conducted large scale shake table tests and 
cyclic load tests of model pier footings. We simulated the experimental result using the proposed 
macro-element model. The shape of the hysteresis loops for coupled load, displacement relationships were 
predicted very well. In addition, the numerical result was capable of accounting for shallow foundation was 
rocked, resulting in the settlement with some inclination. The residual settlement varied with the 
characteristic of base accelerations. 
 
Key words : shallow foundation, macro-element, bearing capacity, dynamic analysis, residual settlement  
 


